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はじめに

中小企業の声（年末調整をはじ
めとした税務事務のＩＴ化）

システムで解決できること・で
きないこと

「平成28年度個人住民税検討会報告書」（抜粋）
第１ 個人住民税の現年課税化についての検討
３ 今後の課題
「・・・・特別徴収義務者に新たに発生する事務について、ＩＴの利活用によ
り、事務負担の増加を抑えることができる可能性もあると考えられる。このた
め、今後のマイナンバー制度の運用状況、マイナポータルの進捗状況や企業の
ＩＴ化の状況等も踏まえつつ、引き続き検討を進めていくことが必要であ
る。」

本日お伝えしたいこと



１．所得税の源泉徴収・個人住民税の特別徴収に係る事務負担の実態

2（出典）日本商工会議所／東京商工会議所 「平成30年度税制改正等に関するアンケート調査」（平成29年５月）
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②中小企業（※）における「所得税の源泉徴収に係
る月の作業時間」の「年末調整」による増加

（単位：時間）
（※従業員20人以上300人未満の企業（n＝144））

平均26.7時間増加

【飲食業 従業員４名（家族経営）】
○年末調整と源泉徴収簿の作成は、店の仕事と家事が終わった後の限られた時間にしか作業ができない。年末年始はかき入れ時
で、さらに普段はやらない出前にも対応する。その中で短期間のうちに作業を終えなければならないので心理的にも負担。現年課
税化で新しい事務作業が発生するのは困る。それで税金が安くなるというのか？

○電子申告について調べたが、年に１回の申告のためにカードを作ったり、難しい手続きをしようとは思わない。

小規模事業者の声

●企業規模が小さい程、作業をシステム化していない割合が増加。小規模企業では、半数程度が
手作業で事務を行っていた。

●従業員規模が一定以上の企業は年末調整事務に多くの作業時間を要していた。
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２．中小・小規模企業の声

【事業内容：ビルの管理、清掃、設備保守 従業員770名】

○従業員の大部分は百数十か所の現場に直行直帰しており、担当者と従業員がFace to face
でやり取り出来ないため、控除申告書の記載内容の確認に苦労している。

○高齢者を多く雇用しており、携帯電話を持っていない人も少なくない。従業員のＩＴリテ
ラシー、税務知識が不足している。

○現場では従業員との個別の契約（1年契約）で給与が決まっている。また客先（ビル）毎、
職種毎に仕事内容や勤務形態が異なる。欠勤者の発生によるシフト調整も頻繁。したがっ
て、各客先との契約内容と現場の勤怠状況を把握している管理職が、現場毎に手作業で給
与計算を行っている。

【事業内容：タクシー業 従業員280名】
○ 従業員に分かる人が少ないので、教えなければいけないが、他に色々とやらなければいけ

ないことが多いので、マンパワーが足りない。また、従業員にも電子化できる人とできな
い人がいるので、一括で電子化というのは難しい。

【業種：ホテル業 従業員数：35名】
○マイナポータルは従業員のＩＴリテラシーで対応できるか不安。

【業種：自動車部品販売 従業員数：75名】
○そもそも税理士にe-TaxやeLTAXを使う気がない。また、当社ではＩＴスキルが低い人も多
く、勤怠管理すら紙でやっているので、電子化については、かなり難しいと思う。
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企業側での市町村別の仕分けが不要になる
等、ｅＬＴＡＸと高度に連動した給与システ
ムが安価かつ簡単に導入できれば、効率化の
可能性がある。

従業員

３．システムで解決できること・できないこと

中小・
小規模企業

市町村

中小・小規模企業の従業員には高齢者など
ＩＴリテラシーの低い人が存在。勤務形態
も多様。このような多様な雇用実態にシス
テム化で対応することは困難。

○市町村とのやり取りはシステム化で効率化の可能性はあるが、従業員とのやり取りはシステ
ム化が困難。

○日本の企業数の約９割を占める小規模企業の半数は手書き処理している。あえて年に１回の
申告のためにシステム化するインセンティブが弱い。

○企業は従業員の副収入やふるさと納税の有無などの把握が困難。システム化しても市町村毎
で行われている名寄せ等の再計算は必須。

控除申告書記載内容の
確認

（扶養・住所地等）

控除申告書
源泉徴収簿
納税／還付

システム化によって中小・小規模企業の事務は効率化されないばかりか、
市町村側の再計算も必要。社会全体の事務負担軽減にはつながらない。


